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宇野弘蔵「労働力なる商品の特殊性について」

（『唯物史観』一九四八年四月）『著作集第三巻』（岩波書店、1973年）

「労働力は本来商品として生産せられるものではない。それはマルクスのいう通り「人間の身体、生きた人格の中に存在する身心の能力の総括として、彼が何らかの種類の使用価値を生産するにあたっては、常にこれを使用するものとして」（『資本論』第一巻第二篇第四章第三節）あるわけである。労働者がこれを商品として売らざるを得ないのは、彼が自らこれを以て「なんらかの種類の使用価値を生産する」ことが出来ないからである。本来は労働者自身が自ら使用すべきものが、使用し得ないものとなり、商品とせられるのであって、商品経済の極点として理解すべきである。」(486)

「労働力の販売は、労働者にとっては、これによってその生活資料を得ることを目的とするものである。W―G―W´の過程である。しかしこのWは、たとい一般的に労働力の商品化が前提されているとしても、それ自身では商品として生産せられたものとはいえない。少くとも、生活資料としてのW´を消費して、これによって労働力がWとして生産せられるとはいえない。生活資料は労働者の生活のために消費せられるのであって、これを原料その他の生産手段として、労働力が生産せられるわけではない。資本家的見地からはそう見えるであろうし、また実際労働者自身もそう考えるかも知れないが、生活資料は、商品として買われても、その使用価値は、生活のために消費せられるものであって、すでに価値としてあるわけではない。その価値を労働力なる商品に移転せられ、保存せられるのではない。W´とWとの間は、流通過程が、生産過程によってではなく、消費過程によって中断せられているのである。」(487)

「労働力も、商品としては他の商品と同様に、その生産に要する労働時間によって、その価値を決定せられる。しかしそれは、結局、労働者の生活を維持するに足る生活資料の生産に要する労働時間によって決定せられるというのであって、労働力そのものが生産されるに要する労働時間ではない。」(488-489)

「問題は寧ろ資本主義社会における労働者の生活が労働力の再生産に限定せられる点にある。」(489)

「生産手段は過去の労働の対象化されたものとして、買入れた資本家によってそのまま商品としても再販売され得るが、労働力はそうではない。労働者は奴隷と異って、労働力と共に身体を売るものではない。その点では労働力としての資本は資本家にとっても使用価値と共に価値を有するという商品ではあり得ないものになっている。資本家の可変資本は、この面からいえばもはや単純に価値を保有するものではない。」(490)

「生産資本としての労働力は単なる資本価値としてではなく、新しく価値を形成しつつある使用価値としてある。資本は、使用価値自身が価値を形成する労働力において始めて資本たることを得るのである。」(491)

「労働力なる商品は、労働者によって本来商品として生産せられたものではなく、また何人に対しても売り得るという商品でもない。それは一般的には資本に対してのみ商品である。」(493)

「資本主義はあらゆる生産物を商品にするが、そして労働力自身をも商品にするが、これを資本による商品として生産することは出来ない。それだからこそこれを完全に商品化するためには、産業予備軍を必要とするのである。しかしまた、この産業予備軍が資本主義自身によって形成せられなければ、資本主義は一歴史的社会として存立し得る社会的根拠を与えられることにはならない。」(497)

宇野弘蔵「労働力の価値と価格――労働力商品の特殊性について」

（『社会労働研究』第十号、一九五八年一二月）『著作集第四巻』（岩波書店、1974年）

「労働力は、商品として生産手段と共に、資本によって購入せられるのであるが、その売買は生産手段の場合と異なった関係を展開する。それは資本主義社会において――原理論的に想定せられる純粋の資本主義社会において――生産手段と生活資料とがすべて資本によって生産せられる、全面的な商品経済の中で、唯一のいわゆる単純商品をなすものといってよい。」(122)

「元来商品として生産せられたものでない労働力が商品として売買せられ、しかもこの労働力商品の売買を基礎にして資本家的商品経済が確立せられるということは、資本家的商品経済の根本的性質を示すものである。それは形式的には単なる商品の売買に過ぎないものが、実質的には社会的階級関係を包摂する、商品経済特有の方式にほかならない。私は嘗てこの流通形式の面から労働力商品の特殊性を考察したのであるが(1)、その特殊性は単にかかる流通面に限られるものではない。むしろ根本的には労働力商品の生産、再生産の特殊性によって、この流通面も規定せられるのである。ここでは改めてその点を考察してみたいと思う。」(123)

(1)「労働力なる商品の特殊性について」（『唯物史観』一九四八年四月号）

「商品の価値は、その商品の生産に社会的に必要なる労働時間によって決定されるということ」(124)

「それと同時にこの[価格と価値量の]乖離を逆に一致に転ずるものは、特定の使用価値の生産には無関心なる、いいかえれば利益のあるものであれば何でも生産するという、資本より外にはない。そしてそれはまたあらゆるものを生産することができる労働力を基礎とするのである。何でも買えるという貨幣は、乖離の可能性と同時に一致の可能性を形態的に有するにすぎない。ところが資本も、労働力なる商品だけは自ら生産することはできない。その供給と需要とは、他の一般商品のように資本自身が直接に規制することはできないのである。資本も労働力生産部門には自由に流出入するわけにはゆかない。事実、労働力なる商品の需要供給は、したがってまたその価値と価格との関係は、特殊の規定を受けるのである。」(129)

「労働力商品に対しては、需要もまた他の一般商品と異なって、資本を通して、社会的に需要せられる、あらゆる商品を生産するものとして、なされるにすぎない。その価値規定に対する需要の規制も自ら異なったものとしてあらわれざるをえない。社会的需要を超過する供給といっても、あるいはまた逆に供給を超過する需要にしても、一般商品のように特定の使用価値に対する需要を基準とするものではない。しかも需要を超過する供給は、供給を制限して調節しうるというものではない。さらにまた反対に供給を超過する需要も、直ちにその生産を増加しうるというものではない。元々商品として生産されるものではないものが、商品化しているのである。」(130)

「……労働力は労働によって生産されるものではない。……「生活手段」の生産が直ちに労働力の生産でないことはいうまでもない。……労働者の生活資料に対する一定量の需要があって、その生活資料自身の価値によって労働力の価値が規定されるという間接的な関係があるのである。……その価値は「生活手段の生産に必要なる労働時間に解消される」といってはすまされないものがあるのである。」(131)

「そこで問題は、この「自由なる労働者の階級」が「いかなる条件の下に」あって、「いかなる習慣と生活要求」とをもちうるかという点にある。」(132)

「資本は、直接には労働力商品の生産をなしえないのであるが、その蓄積の過程における「相対的過剰人口」の形成によって、いわば間接的に生産する。それによって労働力商品の供給を、与えられたる自然人口の制限から解除する方法を有している。マルクスのいわゆる資本主義に特有なる人口法則を展開するのである。そしてそれはまさに資本主義をして一社会たらしめる根本的基礎をなすのである。」(132)

「マルクスの蓄積論は、この二面を区別しながら有機的構成の変化を伴う蓄積を資本主義に一般的なるものとし、生産方法の改善は不断に行われるものとしている。それは資本主義に特有な人口法則の根拠を明かにするのには非常に役立っているのであるが、法則の展開自身にはむしろ逆に影響することになっている。相対的過剰人口が不断に形成せられ、累積することになるのであって、その過剰人口を基礎とする資本の蓄積の増進は、理論的には必然性を以て展開されない。それはいわゆる窮乏化の法則に堕することにもなっている。それでは周期的に繰返される恐慌を中心とする、好況、不況の循環過程は解明されない。恐慌の必然性の論証にかわって、崩壊の必然性に飛躍するのである。」(133-134)

「労働力商品の価値は、一般的には他の商品と同様にその生産に社会的に必要とせられる労働時間によって決定されるとしても、全く異なった事情にあるのである。資本の生産物ではないという面では、資本にとっては与えられる労働者人口とその増殖とが一般的制限となっているのであって、ただ資本の有機的構成の高度化による相対的過剰人口の形成をもってその制限を自ら解除しうるにすぎない。しかもこの解除は、自らの固定資本の存在によって一定の制限を受けるのである。また特定の使用価値をもたない労働力商品に対する需要の特殊性は、他の商品のようにその特定の使用価値に対する社会的需要によってその供給を制限せられるということはない。資本の価値増殖がその制限となるのである。」(140)

宇野弘蔵『経済原論』（岩波全書、1964年）

「第三篇　分配論　第二章　地代」

「資本は、前にも述べたように、土地によって代表せられる、制限せられ、独占せられうる自然力を生産手段として利用せられうるものとして、直接の生産者たる労働者から分離することによって、これを無産労働者となし、労働力の商品化の基礎を確立してきたのであるが、しかしかかる自然力は、元来、労働の生産物ではなく、したがってまた一般に資本となりえないものとして、当然に資本家に対しても、他の何人かの所有物として対立するものとなるのであった。資本家もまたかかる自然力を生産手段として利用しようとする限り、その所有者から借入れなければならないことになる。しかしこの関係は、資本家と労働者との基本的関係の前提をなすものではあるが、この基本的関係自身を決定するものではない。むしろそれによってその内容を規定され、その資本に対する関係をも確立することになるのである。」(177)

マルクス「人格としての人間は、外的自然の精神としての自己の意志に現実性を与えねばならず、したがってこの自然を自己の私的所有として占有せねばならない。これが『der Person』、人格としての人間の規定だとすれば、人間はいずれも、みずからを人格として現実化するためには土地所有者でなければならない、ということになるであろう。土地の自由な私的所有――きわめて近代的な産物――は、ヘーゲルによれば、一定の社会的関係ではなくて、人格としての人間が『自然』に対する一関係であり、『いっさいの物に対する人間の絶対的取得権』である。さしあたり明かなことであるが、個々の人格は、自分の『意志』によっては、やはり地球の同じ切れはしにおいて体化されることを欲する他人の意志に対して、自己を所有者として主張し得ないということである。そのためには、善き意志とは全く異なる諸物が必要である。」『資本論』第三巻

「しかしこの土地所有の問題は、マルクスのいわゆる「自己の労働に基く個人的所有」についても当然にその前提をなすものとして考慮されなければならないであろう。資本主義が、土地と直接の生産者との分離を前提とするということは、単に資本家的取得法則を確立するというだけでなく、商品経済的私有制をも社会的体制として基礎づけるものとなるのである。労働は、直接、間接に土地を対象としてなされなければならないからである。勿論、ここでも資本家的商品経済自身がその私有制の基礎前提をなすものとして、土地私有を要請するのである。」(178)

「事実、資本は、土地によって代表される、制限せられ、独占せられうる自然力を生産手段として利用する場合、資本家同士の間では処理しえない超過利潤の発生を見ることになるのであって、先ずその処理のためにその生産様式に適応した土地所有を要請することになる。例えば一般に動力として蒸気力が利用せられている場合に、自然の落流が蒸気力利用よりヨリ有利なものとして利用せられるとすれば、同じ自然力でありながら蒸気力は資本が自由に利用しうるのに対して、落流は制限せられていて自由に利用せられないために、落流の利用によって得られる超過利潤は、地代としていわば資本の運動の外部に供出せられざるをえない。今、蒸気力工場の生産物が一〇〇の費用価格で生産され、一一五の生産価格で販売されるとすれば――問題を無用に複雑にしないために費用価格をそのまま全資本とすると――利潤一五は、一五％の利潤率によるものとなる。これに対して落流利用の資本が九〇の費用価格を要するにすぎないとすれば、その工場の個別的生産価格は、一〇三・五（90×1 15/100=103.5）となる。そこでこれが蒸気力工場の生産物と同様に一一五の価格で販売されれば、一一・五の超過利潤をうることになるが、資本としては、これは資本自身のうる超過利潤となすわけにはゆかない。またこれを落流の利用に対して地代として支払うとしても、九〇の費用価格に対して一三・五の平均利潤がえられるわけである。勿論、蒸気力利用の工場のあるものが、その機械の改良によって費用価格を九〇に低下することになったとすると、この工場も一一・五の超過利潤をうることになるが、この場合にはそれは地代化されることにはならない。資本のうる特別の剰余価値としての超過利潤となる。そして他の蒸気力工場にもこの改良を普及せしめる資本家的動力となるのであるが、かかる改良の普及と共に、生産価格は――一般利潤率に変化がないとすると――一〇三・五に低下し、平均利潤はえられるにしても超過利潤はえられなくなる。落流もまた地代を支払って利用せられるというものではなくなってくるわけである。これに対して農業その他において利用せられる土地となると、資本の生産物たる生産手段の改良によって排除せられることのない自然力によって超過利潤を形成することになり、それは地代として固定される。資本としての生産手段の改良による超過利潤が、いわば生産手段の改良のために社会的に必要とせられる費用として、資本家的商品経済としては価値を形成するものとせられるのに対して、こういう地代化される超過利潤は――落流の場合も含めて――何等かかる社会的役割を有するものではなく、ただ商品経済における市場価値規定に基く、いわば単なる形態的なる、いいかえれば実体的基礎のない特殊の超過利潤として、マルクスのいわゆる虚偽の社会的価値をなすものとなる。それは土地自身が資本としての生産手段と異なって労働の生産物でないという根本的事実によることである。」(179-181)

「地代に転化される超過利潤」「市場価値規定による超過利潤」

耕地　　生産物（ブッセル　志）　　資本（志）　利潤（志）　地代化される超過利潤（志）

A         10      60              50         10           0

B         15      90              50         40          30

C         20     120              50         70          60

D         25     150              50        100          90

計        70     420              200       220          180

「その全生産額が最劣等地Aの生産価格で販売されうるものとして……地代を生ずる」(183)

「生産物に対する――ここでは小麦であるが――需要の変化が、例えばA種の土地を利用する資本に平均利潤を与えないような価格を齎らし、その生産物なくしても需要が充足されるということになれば、B地の資本の生産価格四志が市場調節的生産価格となる。したがって、C、Dにおいて地代化される超過利潤は、二〇、四〇に減少することにもなる。」(183)

「種々なる質を異にする土地の間の差異に基く超過利潤の地代化に対して、同一種類の土地も、これに対する投下資本額の異るにしたがって、例えば最初の投資と次の投資というように、一定量の資本による生産額が異なり、その間に超過利潤を生ずることになれば、それもまた地代化されることになる。マルクスは前者を差額第一形態とし、後者をその第二形態として区別するのである。」(184-185)

「この差額地代第一形態の図式においては、資本が先ず優良地Dを選択して利用し、需要の増大がヨリ劣等地なる土地C、B、Aの利用を止むをえざるものとするところから地代化される超過利潤も生ずるかのように解されることを避けるわけにはゆかない。しかしかかる超過利潤の地代化自身は、決してかかるいわゆる下向序列によるものではない。たしかに優良地が制限されているということが、その前提にはなるが、それだけではなく、制限された土地が、資本によって利用せられる際に生ずる超過利潤が、資本としては処分しえないものとして地代化されるのである。」(187)

「いずれにしろ資本主義の発展と共に、資本の蓄積と借地の拡大によって地代は、一般的にいって、増加することになるが、それは必ずしも益々劣等なる耕地が利用せられるということによるのでもなければ、またいわゆる土地収穫逓減の法則によるものともいえない。」(188)

差額地代第一形態→第二形態→絶対地代

「資本は土地所有者自身を作り出すものではないが、しかし自己の再生産過程に適応した形態を要請するものとして、原理論でもこういう展開を示すことになるのである。」(190)

「土地によって代表せられる特殊なる自然力に対する資本の関係」(190)

「一般的にあらゆる土地が資本に対して要求しうる地代としての絶対地代」(191)

「しかしまたそれは資本主義的生産方法に対して、例えば未利用の土地は最早や全く存在しないとか、あるいはまた土地所有が集中されて、土地所有者の欲するままの地代として課せられるとか、というような独占地代をなすというものでもない。土地所有者もまた資本家に貸与して資本を投下せしめなければ、何らの地代も得られないのであって、一定の限度をもった地代をもって貸付けられることになるのである。」(191)

マルクス「土地に対する単なる法律上の所有は、所有者のために何らの地代をも作り出すものではない。しかしそれは、土地が本来の農業に使用されるにせよ、建物ののような他の生産目的に使用せられるにせよ、所有者に一の超過分をもたらすような土地の価値増殖的使用を経済的事情が許すまでは自分の土地の利用を拒むという力を、所有者に与える。彼は、この就業面積の絶対量を増減させることはできないが、市場にあるその量は増減させることができる。それゆえに、すでにフーリエの指摘したように、すべての文明国において土地の比較的大きな一部分が常に耕作を拒まれたままであるということが、一の特徴的事実となっているのである。」『資本論』第三巻

「絶対地代が、以上述べてきたように、資本の利潤に対する、いわば積極的削減をなすものであるということは、資本主義社会において屡〃土地国有論を発生せしめた根本原因をなすものと考えられるが、しかし土地国有も決してこの地代を排除しうるものではない。」(195)

「労働生産物の私有制もこの制限せられ、独占せられうる自然力の私有を前提とせざるをえない。ところがこの土地によって代表せられる自然力は、それ自体には私有の根拠を有さないのであって、資本によってその生産方法に直接、あるいは間接に適応するものとして始めてその私有制を一般的に社会的に認められることになる。地代はその特殊の経済的形態にほかならない。」(195)

渋谷望『魂の労働――ネオリベラリズムの権力論』（青土社、2003年）

「序章　敗北の考古学」

「では勝ったのは誰か？　ニューライトと呼ばれるリニューアルされた右翼である。より正確にいえば、家族的価値の回帰を唱える新保守主義、市場原理による福祉国家解体をねらう新自由主義、権威主義的ポピュリズム、これらの接合によって出現した新たな権力である。」(11)

「新たな権力ゲームの要素」「ポストフォーディズム、新自由主義、ポスト規律権力、管理社会、消費社会」

「古いタイプの権力ゲームの要素」「フォーディズム、福祉国家、規律権力、監禁（規律社会）、生産社会」(13)

「本書では、フォーディズムを、製造業部門を中心とした大量生産（大量消費）システムと、生産における「構想と実行の分離」を原則にするテイラー主義との接合として捉えている。これに対しポストフォーディズムとは、情報や知識を中心としたフレキシブルな生産（消費）システムと、生産における「構想と実行の再結合」といった特徴を有していると考えている。だが、ポストフォーディズムをどう捉えるかは、この語で何を強調するかによって異なってくる。本書では、情報・知識産業への移行を色濃く刻印しているアングロサクソン・モデルと、製造業内部における労働者の（機能的）フレキシビリティを最大限に引き出す日本的なモデルというヴァリアントを念頭においている。」(240-241)

「１　魂の労働」

「フォーディズム的社会編成の特徴は、一方における男性が一家の稼ぎ手として賃労働を担当し、女性が世帯内でアンペイドワークを担うことを前提とした構造であった。この特徴は完全雇用と「ゆりかごから墓場まで」の福祉政策を理念とするケインズ主義的福祉国家と接合しながら、戦後の先進資本主義国において程度の差こそあれ見出すことができる。」(22)

「「脱工業社会」においては従来の労働概念は有効なものといえるのだろうか？」(24)

「「新しい社会運動」は、通常、生産中心的な価値観に対するアンチテーゼを打ち出すものとみなされているが、「労働（生産）」／「非労働（消費や遊び）」の二項対立そのものを所与としている点でそれによって基礎づけられているといえるのである。たとえば、エコロジカル運動であれ、アイデンティティ・ポリティクスであれ、それは生産点以外のものを争点化する運動として自己を理解する傾向がある。この意味で「労働」概念と「新しい社会運動」は、二項対立の各項を構成しているのである。いわば、労働概念は、さまざまな「運動」の概念の核にありつつも問われぬ、暗黙の結節点でもあるといえよう。……現在この問題は、＜介護＞と＜労働＞の関係を可視化する際に先鋭化しつつあるように思われる。以下では労働概念の限界としての＜介護労働＞の、より一般的には＜感情労働＞の矛盾した位置づけをめぐり、この点を検討したい。」(24-25)

「産業労働者が自己の労働を、自己の感情とは切り離すことのできる＜商品＞として扱うのに対して、介護労働や感情労働に従事する者は、介護される側（顧客）[引用者：「雇い主」は別に]との長期、短期的な信頼関係にコミットしているがゆえに、十全にその感情労働を商品化することができない。それゆえつねに、顧客に対する＜感情＞や＜配慮＞を優先させるか、それとも労働の＜商品化＞を優先させるかを決めかねる困難なポジションにあるといえる（ただし、ある意味で感情労働に従事する者は＜感情＞を＜商品化＞しているともいえるが、それが困難であることに変わりはない）。／このように感情労働は、労働の商品化のプレッシャーに対抗するファクターが大きい。」(30-31)

「近年の社会政策の言説は、このような社会への「忠誠」としての「公共性（心）」をあからさまに要請している。……それは「福祉国家」から「参加型福祉社会」あるいは「活力ある社会active society」への移行を唱導する言説に端的に現われている。この言説をまじめに受け取るなら、もはや失業は存在しないということになろう。……この「参加型福祉社会」では、対価として賃金を得る行為としての、つまり商品としての「労働」の意味と価値は相対的に切り下げられ、「活動」一般へと平準化される。……こうした文脈においては、たしかに介護は「可視化」され、「社会化」されたかもしれない。しかしそれは「社会参加活動」としての認知であり、十全な労働として認知されたわけではない。あるいはそれが「労働」と認められたとしても、いまや「労働」自体が「社会参加活動」一般との区別がなくなりつつある。」(40-41)

「介護される高齢者も「自立」という目標に向けてセルフ・サービス労働をしているのである」(42)

「＜生＞そのものが＜労働＞となる事態。」(43)

「＜生＞は権力の作動にとって必要欠くべからざるものになっていくが、他方で＜生＞に内在する豊かな撹乱的性質は権力の痛点を構成する。たとえば、介護することも介護されることもすでに労働であるのなら、労働者たちは労働を自分たちでコントロールし、労働条件を改善することを欲するはずである。また賃金としてその対価を要求することも可能であろう」(43)

「２　＜参加＞への封じ込め――ネオリベラリズムの権力論(1)」

中央社会福祉審議会「ボランティア活動の中長期的な振興方策について（意見具申）」（1993年）：「参加型福祉社会」命名

「社会」の「イメージ」

「３　消費社会における恐怖の活用」

「二〇世紀の終わりは一九世紀の始まりなのか？」(72)

国連開発計画「人間開発指数(HDI)」（1990年）

　　　　　　「人間貧困指数(HPI)」（1998年）途上国用(HPI-1)、先進国用(HPI-2)

「労働倫理が支配的な社会では、たとえば何かしら忙しそうにすることによって貧困者は取り繕うことができた。そうすることによって「怠惰」という道徳的非難を免れることができたわけであり、スティグマを払拭することができた。しかし消費美学が支配的な社会では、貧困から脱出し、豊かな消費生活をじっさいに生きる以外に、貧困者は自己に対する「アブノーマル」という非難を払拭することができない。つまり消費社会においては貧困者は定義上、その存在が――行為がではなく――「欠陥」であり「罪悪」なのである。」(89-90)

「消費社会の落伍者になることを恐れさせる効果的な脅し」「貧困のスペクタクルは非貧困者にとってそれなりの使い道があるのだ。」(91)

「消費社会の落伍者」「「ひきこもり」？」

「消費社会への不法侵入者」「ストリート・ギャング」(93)

QOLポリシング(94)

「４　ポストモダンの宿命論」

「現在、「自己責任」――「リスクをうけいれよ」――のスローガンとともに若者に向けられるメッセージは、明らかに矛盾したダブルバインドのメッセージである。それは一方で「自分の将来や老後を自分で備えよ」（＝「国や企業に頼るな」）である。しかし同時に発せられるのは「あらゆる長期計画（＝長期安定性）を放棄せよ」である。」(108)

「ネオリベラリズムのプログラマーが想定するユートピアとは裏腹に、自己責任言説がハイ・テンションな自己啓発に結びつくことはきわめてまれである。われわれの経験では、自己責任言説は、より低いテンションの宿命論により親和的である。」(109)

サッチャリズムの言説(Mouffe 1989 p.96)

「おまえが仕事を失ったのは、女性が男性の仕事を奪ったからだ」「おまえが仕事を失ったのは、移民たちが善良な英国労働者の仕事を奪ったからだ」「おまえが仕事を失ったのは、労働組合が労働階級に十分な職がなくなるほどの高い賃金を維持しているからだ」

「終章　＜生＞が労働になるとき」

「正規雇用層と非正規の不安定雇用層とのあいだに階層分化が進行しつつある現在、同一労働にもかかわらず歴然と存在する賃金と社会保障の格差が問題になりつつある。ここで問題になっているのは、非合理な格差という以上に、この非合理性を基盤としてかろうじて保たれている「正規」雇用勤労者の自己肯定ないし威信の揺らぎと不安である。自分たちの労働には価値はなく、むしろ遊んでいる者の＜労働＞のほうに価値があるとしたら？　怠け者のほうが生産的であるとすれば？　あるいは、サボりが能動的であるとすれば？　価値が「尺度の彼岸」にあるというポストモダン的事態の全面化は、＜マジメ＞な者たちにこのような実存的不安を惹起する。ここに不安を抑え込む必要性が生じる。彼ら＜マジメ＞なマジョリティに安心を与え、この格差を最終的に正当化するものこそ、勤勉を美徳とする労働倫理ではないだろうか。勤勉な主体としての自己肯定は、＜怠惰＞への道徳的攻撃によってはじめて可能となる。」(232)

「＜怠惰＞＝＜遊び＞は悪でありながら価値の源泉である。」(233)

「「君たちは働くべきだ」というネオリベラリズムのワークフェア言説は、若者にじっさいに勤労意欲を喚起させることを本気で狙っているわけではない。やりがいのない、しかも低賃金の労働を若者が率先して行うなどと、いったい誰が本気で信じるだろうか。…….これらの冗長な言説は、労働倫理を教え込むというより、＜怠惰＞への道徳的攻撃を可能にするという理由で採用されている」(234-235)

「ネオリベラリズムは＜反動＞の制度化であり、それは、いまや生産的・能動的となった＜サボりの文化＞への反感（ルサンチマン）を原動力にしている。いわばネオリベラリズムは能動的な力への寄生体なのである。」(230)

沖公祐「労働力商品の多型性――労働過程・労働市場・＜再生産＞過程――」

『経済学論集』70-4 (2005.1)

「労働力の価値は、労働者（およびその家族）の生存に要する生活手段の価値によって決まるとするマルクスの規定……
　ところで、この労働力商品の価値規定は、一見したところ、いわゆる家族賃金制度、なかでも戦後日本において典型的に現われた終身雇用を基礎とする年功型の賃金システムときわめて親和的である。このような見方に立つならば、近年の雇用形態の多様化によって、その妥当性に大きな疑問符がつけられているような印象を受けるかもしれない。……今日、マルクスの労働力商品論のもつ歴史拘束性やイデオロギー性が指摘されるようになっているのも、まったく理由がないわけではない。

　しかしながら、ここから、人的資本理論のように労働力を資本によって生産される商品と同視したり、逆に、歴史的文化的性格を強調するあまりに労働力商品の価値規定を事実上放棄したりするならば、資本主義の特質を見失うことになる。……前者は、労働力が市場に完全に内部化されるものと理解し、後者は、労働力を市場にとって単なる与件をなすものに解消することで、マルクス経済学固有の歴史認識を手放してしまっている。」(28)

「労働市場において、労働力価値の水準が生活手段の価値に帰着するという発想は、労働過程と＜再生産＞過程についての強い条件と結びついている。すなわち、『資本論』に明確に現われているように、マルクスの労働力の価値規定は、労働力の単純化（労働過程の単一化）と生活手段の完全な商品化（＜再生産＞過程の単一化）という二つの想定に基づいている。しかし、この二つの単一化論は、労働力の外部性というマルクスの基本的な視角を活かすものではない。むしろ、『資本論』の顕示的な叙述を離れてこの視角の潜在的な可能性を探っていけば、資本主義が労働力商品化の多型性を生み出すダイナミズムを内包していることに想到せざるをえないのである。」(28-29)

１　労働力商品論の構成

１．１　「非資本」としての労働力

『経済学批判要綱』

「措定された交換価値としての資本に対立する使用価値は、労働である。資本は、非資本Nicht-Capital、つまり資本の否定と関連するかぎりでのみ、交換される。いいかえればこうした規定性のなかにあるのであって、資本の否定にかかわるかぎりでのみ、資本は資本である。現実的な非資本とは、労働である。」(Gr., S.198)

「ところで、対象化されていない労働＝生きた労働と「非資本」としての労働（力）とは、マルクスにとって完全に等価な概念ではなかった。『要綱』において、対象化されていない労働＝生きた労働は、「非資本」としての労働（力）以外の労働形態をも含みうるようなより上位のカテゴリーとして理解されているのである。……実際、上の引用に続けてマルクスは、「非資本」としての労働（力）に「価値をつくりだす労働、すなわち生産的労働」(Gr., S.196)であるという限定を加え、「直接的諸欲求を満たすためのたんなる用役給付Dienstleistungとしての労働」とは区別されることを指摘しているのである。……『要綱』蓄積論の最後(Gr., S.369-377)……ここで、生きた労働の低次の形態とは奴隷を、恵まれた関係とは用役給付をそれぞれ指している。」(30)

奴隷：「総体としての労働能力」の譲渡ゆえに「他人に属する事物」に

「ここで注意すべきなのは、「非資本」としての労働（力）が、あくまで流通形態における規定であるということである。「非資本」規定では、労働過程も労働（力）商品化の背後にある条件も問題とされない。実際、資本のもとでの賃労働と奴隷制や用役給付でなされる労働が内容的には変わらないこともあるであろうし、また、同じ条件のもとでも、対象化されていない労働の売買は、労働（力）、奴隷、用約給付のいずれの形式もとりうる。逆に言えば、労働（力）の商品化は、特定の労働過程や特定の条件に必ずしも限定されないのであって、多様な労働過程・商品化条件と結びつきうるのである。」(31)

「「非資本」としての労働（力）という視角は、『資本論』においても労働力商品の外部性の指摘や資本の一般的定式の矛盾の解法というかたちで残存しているとは言え、『資本論』労働力商品論の主旋律をなしているとは言いがたい。代わって『資本論』で前景化してくることになるのが、労働力商品化の条件としての＜二重の意味で自由な労働者＞という規定であった。」(31)

１．２　「非所有」としての労働力

「資本主義的発展の極限においては、多様な労働者は＜二重の意味で自由な労働者＞として単一化されるものと想定することになったのである。この単一化論の影響は二重のかたちで現われる。第一に、生産手段、とりわけ、用具の所有と熟練の存在とをマルクスが結びつけて理解していたために、「非所有」規定のもとでは、熟練の解体された単純労働者が理論の中心を占めることになった（労働過程の単一化論）。第二に、生活手段の全面的な非所有を想定したことによって、労働者の生存の問題を労働力商品化（雇用）の成否に還元してしまうことになった。これにより、労働者は自らの労働力を資本に全面的に売り渡さざるをえないものと観念することになったのである（＜再生産＞過程の単一化論）。」(33)

「熟練が労働において果たす本源的な役割を看過することになる。また、労働者の生存条件を資本―労働力関係に限定することは、労働者が資本以外と関係を結ぶ可能性を排除し、「非資本」規定によって得られたはずの労働力の外部性という洞察をほとんど無意味なものにしてしまう。」(33)

２　労働力の価値規定

２．１　賃金理論と人口法則

「その理論的内容の大枠は古典派経済学の賃金論と共通」(34)

リカード「労働の自然価格とは、労働者たちが、平均的にいって、生存しかつ彼らの種族を増減なく永続させうるのに必要な、その価格のことである」

「マルクスは、労働力の価値規定に関しては古典派経済学の見解に従ったが、人口論についてはこれを拒絶した。……
　マルクスの資本主義的人口法則によれば、労働力は産業予備軍を含めた総人口のなかから供給される。他方、賃金によって買戻される生活手段が及ぶ範囲は、基本的には現役労働者軍に限られる。つまり、資本主義的人口法則のもとでは、労働力供給と賃金の運動とのあいだには決定的な断絶が存在しているのであって、古典派経済学のように投入（生活手段）と産出（労働力）の対応関係を単純に想定することはできないのである。

　この断絶について、マルクスは二つの対照的な態度をとっているように思われる。第一は、第4章第3節「労働力の売買」……賃金を介した生活手段の獲得は労働力の供給に直結するわけではないが、労働者の家族を産業予備軍と見なせば、「子供の生活手段」のようなかたちで現役軍だけでなく予備軍にも波及する。このように考えれば、賃金の運動は労働力供給を直接的にではないとしても、間接的には規定していることになる。

　第二の態度は、第23章第4節「相対的過剰人口……」……そこでは、労働の賃金によっては生活手段を一部しか、あるいは、まったく手に入れることができない種々の形態の過剰人口が描かれている。このような過剰人口が存在するとすれば、賃金による生活手段の取得と労働力の形成との間には、埋めがたい断絶が横たわっていることになる。」(34-35)

「賃金によって生活手段を入手できない過剰人口は直ちに貧困化するという窮乏化法則論に行き着かざるをえなかった。」(35)

２．２　労働力価値規定の再検討

「形式的に考えれば、労働者（予備軍を含む）の生活手段の獲得には、(1)賃金による生活手段の購買による場合、(2)収入の再分配による場合、(3)資本―労働力関係の純粋な外部による場合、の三つの経路があり、さらに、(2)は(2a)移転による場合、(2b)用役給付による場合、の二つに分かれる。」(35)

(1)基本、(2a)子供の生活手段

(2b)と(3)は『要綱』。また、『資本論』第13章「機械と大工業」、機械に弾き出される労働者が(2b)に吸収される。また、「消費のために必要な家族労働」(K., I, S.416)。

「労働は、資本―労働力関係の外部においても広範に行われると見るべきなのであり、こうした労働には市場化されるもの（用役給付・奴隷）とされないもの（消費に必要な労働）とが存在していると考えられる。」(36)

「資本主義において、生活手段の組み合わせや生活の単位がどのような形態をとるかは一義的には決まらない。このように＜再生産＞過程が多様であるからこそ、古典派経済学が想定したように賃金低下や失業が人口減にただちに結びつくわけではなく、過剰人口が持続的に滞留し続けることになるのである。」(36)

「したがって、労働者の生活手段を資本が保証する必然性はなくなる。逆に言えば、相対的過剰人口の存在にもかかわらず、労働力が弾力的に供給されないような構造を考えた場合に、労働者の生活手段の価値という規定ははじめて意味をもつ。労働力の価値を考察するためには、労働力人口を均質で無差別の商品ストックと見るのではなく、異なる労働力から成る多様な商品群と捉えるべきなのである。但し、こう言ったからといって、労働者の生来的な差異を重視すべきだというのではない。そうではなく、労働過程と＜再生産＞過程を通じて労働力の価値と使用価値が差異化される機制が注目されるべきなのである。」(36-37)

マルクス「人間は、この運動[労働]によって、自分の外の自然に働きかけてそれを変化させ、そうすることによって同時に自分自身の自然を変化させる。」(K., I, S.192)

マルクス：用役給付「靴磨きから国王にいたるまでの、いわゆる用役階級の全体」(Gr., S.373)

マルクス：労働者とその家族「種族Race」(K., I, S.186)

註22)「労働力商品の価値規定に「子供の生活手段」を含めることは、資本側の論理としても無理がある。個別資本レヴェルに立った場合、労働者階級全体を維持・再生産することは目的となりえないし、また、個別労働者に対してもその家族の養育費を支払う必然性はない。労働者種族の永久化は、「抽象的な人口法則」として前提しうるものでもなければ、資本によって保証されるものでもない。マルサスが考えたように賃金水準の運動によって、人口動態を決定することはできないのであり、その意味で、労働力の＜再生産＞過程は資本にとっての絶対的外部をなしているのである。」(48)

マルクス「われ亡きあとに洪水はきたれ！　これが、すべての資本家、すべての資本家国の標語なのである。だから、資本は、労働者の健康や寿命には、社会によって顧慮を強制されないかぎり、顧慮を払わないのである。」(K., I, S.285-286)

平野厚生『労働力商品論の基本問題』（高文堂出版社、1984年）

「われわれの考えでは、労働力商品の特殊性は、労働力商品は労働による価値規定の基礎を欠き、それゆえ擬制的にしか労働による価値規定をうけとれないというところにその根本理由が求められるのではないかと考えるのである。」(16)

「労働力商品は、こうした転化論の方法に制約されて、この等価交換のもとで価値創造をすることのできる独特の商品として、導き出されてくる。だから、それは、直接に、資本の生産過程あるいは資本関係に裏付けられてその商品性を規定されているというような、そうした考察の仕方で導き出されているのではない。」(88)

「転化論のかぎりでは、労働力商品は、生産手段の私有を前提にして導出されなければならないのに、生産手段の所有から排除されている労働者を想定しないと導き出せないということになる。」(92)

「課題」

「その第一は、労働力商品が生ける人間の労働能力としての存在における商品である、と規定されていることである。労働力としての存在における商品とは何であるのかである。労働生産物がその所持者にとって商品形態をうけとるというのに対して、生きた人間の素質としてのみ実存する労働能力は、いかなる意味において、その労働能力所持者にとって商品となるというのであるかである。労働生産物ではないだけでなく、一つの客観的物象でもない労働力が、いかなる意味において、商品概念規定をうけとるというのかである。

　第二は、労働力商品の価値規定の問題である。マルクスは、さきに指摘したような方法論に従って、労働力という独特の商品にも価値が存在するという。そしてその価値は、他の商品の価値と同じように、この独特の商品の生産・再生産に必要な労働時間によって規定されている、とする。この考え方は、一体いかなる意味において理解さるべきなのであるのかである。

　第三は、労働力商品の売買にあたって、労働力所持者は、買い手に一体何を譲渡するのかという問題である。この問題は、第一の問題と直接にかかわることである。それは、労働力商品という独特の商品の商品体とは何かということを明らかにすることである。労働力商品の商品体は、労働力あるいは労働能力である、ということはいうまでもない。問題は、そうした労働力がその所持者である人間の一素質であり能力であるというとき、彼はそれをいかなる意味で商品として譲渡するというのかである。」(106-107)

「労働力の価値または価格の労賃への転形の必然性の論証は必ずしも成功しているとはいい難いと思われるのである。」(128)

「この貨幣は何に対して支払われているように現われているのか。貨幣は、事実上、労働という商品あるいは労働の価値または価格に対して支払われているように現われるのである。眼前において現われているのは、貨幣は、労働力の価値または価格に対してではなくて、労働の価値または価格に対して支払われている、という姿である。」(131)

「労働力商品の再生産問題」「諸論点」

「第一は……生きるためには彼の労働力能を否応なく売らなければならないという社会的強制関係……
　第二は、資本蓄積に要する追加労働力の問題である。……
　第三は、相対的過剰人口の形成にかかわる問題である。……
　第四は、……産業予備軍が労働力商品の再生産のための存在条件」(138-141)

「相対的過剰人口は、一部分が就業していることを含んでいる……そもそも相対的過剰人口とは、資本の平均的な価値増殖にとって余分な人口という意味で規定されているのであって、就業している労働者か否かを基準にして規定されているのではない。……不完全就業」(168-169)

「しかしながら、労働力商品については……一層深刻な問題が提起されてくることになる。つまり資本による労働力商品の再生産は、産業予備軍の存在を前提にしてのみ成立するとするならば、労働力商品の再生産は、可能的商品である労働力――それは資本に買われてはじめて商品になるという意味ではいまだ商品とはいえない非商品としての労働力――の供給過剰な存在を前提としてのみ成立することになると考えざるをえないということである。労働力が商品として存在し再生産されるためには、常時非商品としての労働力が供給過剰に存在しているのでなければならないということである。このことは、商品の存在。再生産が非商品の供給過剰な存在を前提にしてのみ成り立つというようにもいえる。」(170)

「相対的過剰人口が産業予備軍として機能するかぎりで、資本は労働力を商品として再生産しうるのであり、賃労働の専制支配をなしうるのである……産業予備軍は、不断に、資本主義経済にとってまぬがれることのできない存在なのである。それは、資本蓄積につれて吸収されてゆくものの、枯渇されてしまうまで吸収されつくしてしまうもの、とは考えることのできないものである。むしろ、労働力が枯渇するまで吸収されるのであれば、それは商品として存在し再生産されることが保証されえないことを意味するものといわなければならないのであろう。労働力は、これと反対に、資本主義経済にとって完全雇用の状態にあっても必ず一部分が産業予備軍として存在するものである。だから、労働力商品は、需要と供給とが一致するとか均衡するというような関係を前提において、理解されうるような商品ではないといわなければならないのである。労働力商品は、労働力の常時供給過剰という条件下で、その一部分が資本に買いとられて商品として再生産されうるような、そうした独特の商品なのである。」(171)

「産業予備軍としての労働者は、いかにしてその生存を保証されているのかという問題……資本主義的関係のうちに、しかし資本のG-W-G’の外に、産業予備軍としての労働者の生存・維持は保証されなければならない……「国家」論」(173-174)

青才高志「価値形成労働について――生産的労働とサーヴィス」『経済評論』1977年9月

「本来のサーヴィスとは不生産労働のことであるがゆえに、たとえば女中は、労働力を資本とではなく収入と交換する。その結果、一般に商品の使用価値が商品購入者に属するのと同様に、女中の労働力の使用価値、すなわち彼女のサーヴィス提供は、個人的消費者としての主人に属し、主人の生活の一部を構成するものとなる。そこにおいて、女中の労働の成果は主人の生活手段として消費される。むしろ正確には、彼女の労働力それ自身が主人の生活手段として消費される。それゆえに、女中は、商品を生産せず、価値も生産しない。その労働は、後述するように、そもそも経済学的には何ら生産ではないだろう。」(131)

「女中は、労働力を売るのであって、料理・部屋の掃除等の形で対象化された労働を売るのではない。それに対し、医師は、労働力ではなく医療という有用効果を売るのであって、サーヴィス提供者ではなく非物的商品の小生産者である。それゆえ、彼は価値を生産している。」(132)

「通常「サーヴィスの価値」と呼ばれている女中の労賃は、彼女の実際に行なう労働時間によって決まるのではないのに対し、医療という有用効果の価値は、けっして医者の労賃ではなく、それに対象化された労働量によって決まる。また、それは、彼自身が対象化した労働量のみならず、医療のための生産手段に対象化されている労働量を含む。」(132)

「教育を例に取れば、主人の家に居住するお抱えの家庭教師から時間賃金を受け取る通いの家庭教師へ、さらには、教育という有用効果を売る小生産者たる私塾の教師へと次第に自立性を強める。だが、この消費者からの自立の完成は同時に教師の自立の完全な喪失をもたらす。すなわち、資本関係の発展とともに、学校資本が登場し、教師は資本の賃労働＝生産的労働者となる。……本来は家庭教師の労働への呼称であったサーヴィス概念が他の労働に対しても拡大適用されることとなる。本来は価値を形成することのない不生産労働の呼称であったサーヴィス概念が、価値を形成する有用効果の小生産、さらには生産的労働にも転用されるという転倒が生ずる。」(132-133)

「固有の意味での生産的労働、すなわち資本制的な意味での生産的労働は、資本のための剰余価値を生産する労働である。」(135)

「同じ使用対象である犬小屋が、家庭内部での父の活動によっても、また、資本の下での労働によっても「生産」されるということは、同時に、個人的消費過程の一部（けっして全部とはなりえない）の資本の生産過程への転化の可能性を意味する。この転化は、いわゆるサーヴィス部門の拡大等に見られるように、現在の賃労働者の生活に関しても生じている事態であって、「いわば、現在も進行しつつある＜原蓄＞」と位置づけることができるだろう……そこにおいて、消費者の生活手段は、消費者から分離され、資本の下で生産手段に転化し、生活内部での活動も資本の下に包摂され、資本の下での賃労働に転化しているからである。」(141)

「いわゆるサーヴィス労働の成果は、個人的に消費される有用効果であるだけに、労働者に支払われる財源の財源、いわば究極的財源は消費者の収入である。だが、このことは、生活手段生産部門一般において妥当することであり、その生活手段が物的商品であるか有用効果であるかという素材的区別とは何の関係もない」(143)

白石嘉治・杉田俊介・海妻径子「ネオリベとプレカリアート」『インパクション』

海妻「ネオリベラリズム下における労働……一つ目は、きわめて単純でフレキシブルな労働。その単調さを恋愛や消費への退行とか没入とかによって、労働者がまぎらわせて耐えているような労働ですね。……二つ目は……やりがいはあるけれども、それゆえに低賃金を受容させられる、ケアワークに代表されるような労働ですね。……もはや家族賃金を得られないマック的主体・単純労働者の労働力再生産が、ケアワーク的な労働のさらなる低賃金によって、部分的にせよ可能になり続けている構造がある。つまり単純労働者にもある程度手が届く非常に低価格の「癒し」サービスが、ケアワークの低賃金によって供給可能となり、そのサービスを消費することへの没入によって、マック的主体が自らの労働の単調さをまぎらわせる、という構図です。そして三番目に……投機的な労働」(34-35)

海妻「大学の非常勤講師が、劣悪な労働条件、二〇〇万円ぐらいの年収に甘んじているのは、簡単にいえば学生への一種のケアワークだからです。」(55)

杉田「政治・経済系の人……既得権をなくして自由競争にすれば、能力・努力に応じた格差はもっと進んでいい、と。」(57)

杉田「ケア労働って、専門性の部分、魂の労働的な部分、単純労働の部分、という三層を含んでいる。最近これが、低賃金化・無償化の圧力の中で、単純労働の部分に押し込められて、感情や専門性を発揮できなくなっている。もともとそういうものだったのでしょうけれど。」(61)

白石嘉治・大野英士編『ネオリベ現代生活批判序説』（新評論、2005年）

「企業の求める技能」

教育＝個人の「先行投資」

日経連『新時代の「日本的経営」』

　「長期蓄積能力活用型グループ」「高度専門能力活用型グループ」「雇用柔軟型グループ」

「フレキシビリティ」「アントレプレーナーシップ」「キャリア・アップ」「起業」「企画力」「対人能力」「コミュニケーション・スキル」「プレゼン能力」「コンピテンシー」「インキュベーション教育」「アントレプレナー教育」「キャリアデザイン」「ケア」「メンタルヘルス」

大内力『経済学方法論――大内力経済学体系第一巻』（東京大学出版会、1980年）

「第二章　原理論の方法」

「この社会〔純粋資本主義〕においては社会を構成するのは資本家と労働者という二大階級およびやや付随的に土地所有者のくわわった三大階級のみであって、中間階級は存在しないと想定されている。ここで中間階級というのは、主としていえば、みずから生産手段をもち、みずからも労働もしている小生産者すなわちいわゆる旧中間階級のことであるが、そのような階級は前資本主義的な残滓であり、本来資本主義の発達とともに分解されてゆく傾向をもっている。純粋化された状態ではそれは分解しつくされていると考えられているわけである。これにたいし、資本主義社会ではじめて発生したわけではないにしても、その発達とともに、とくに帝国主義段階においてはますます数を増し分厚い社会層を形づくるようになる新中産階級――君主・官僚・政治家・軍人等から学者・芸術家・教師・医者等を経て個人的な召使いや娼婦などにいたる、アダム・スミスのいわゆる「不生産的労働者」も、ここではやはり捨象されている。君主等は国家権力が捨象されたときにすでに捨象されているとみてもいいが、その他の階層も、いずれも直接的に経済過程に参加するものでなく（四）、その俸給なり報酬なりはひとたび分配された所得の二次分配にすぎないからである。なお、いわゆるサラリーマン＝ホワイト・カラー層もしばしば中産階級に数えられることがある。しかしその主観的な意識はともかくとして機能からいえば、それは資本の一部を代行するものとして、資本家のなかに含めて考えておけば足りるであろう。」(127-128)

「（四）　もちろん考えようによっては、学者、芸術家等から娼婦にいたるまで、何らかの財もしくはサーヴィスを生産し、これを商品として販売するという経済行為をしているものといえないわけではない。しかし、モナ・リザのような超一流の芸術作品はむろんのことであるが、二、三流の絵描きの作品にしたところで、それはそれぞれに個性的であり、大量に再生産しうるようなものではない。したがってそれは売買されるかぎりでは「商品」となるにちがいないが、たとえば労働価値説をもって律しうるような価値をもつ商品とはとうていいいえない。経済学ではそういうものは無視されるしかないのである。」(128)

「資本主義はみずからを純化しつつ発展するという歴史的傾向をもっているのであり、純粋資本主義というのは、いわばそういう歴史的傾向の極点に想定される社会なのである。」(131)

「原理論の第一篇をなす流通論だけをとるならば、そこにおける商品→貨幣→資本という展開は冒頭の商品の内在的論理の自己展開であるといっていい。しかしそのことが可能であるのは、この第一篇が流通形態のみを問題にしているからにほかならない。これにたいして、この流通論の最後に与えられる資本が、労働＝生産過程という実体的な関係をみずからの運動のなかに包摂し、それによって自己増殖の機構を確立する点の解明が必要となる第二篇生産論にすすむさいには、その論理展開はもはやたんなる商品の内在的論理の展開とはいいきれないことになる。すくなくとも労働＝生産過程そのものは商品の外部に存在するものとしなければならないからである。同様に、論理が第三篇分配論へと展開されるばあいにも、そこにはある種の断絶がある。周知のように、総資本もしくはその代表単数としての資本を想定しつつ、その労働にたいする関係が基本的に解明される生産論にたいして、分配論では、さまざまの異なった条件をもつ個別諸資本――産業資本のみでなく銀行資本や商業資本をも含めて――を前提にしつつその競争の過程と結果とが説かれることになるからである（六七）。」(165-166)

「（六七）　このばあい、分配論のなかで土地所有をどう位置づけるかによって、この辺の理解のし方にももうひとつ差が生じよう。すなわちマルクスや宇野博士のように、あらかじめ土地所有を体系の外部に前提し、それがいわば外から資本の運動に一定のゆがみを与えることによって地代が実現されるものと考えるならば、土地所有もまた分配論になって新たに付加される条件ということになる。しかしわれわれは、土地所有は諸資本の競争的運動によって必然的につくり出されるものと考えるから土地所有を外在的な論理とは考えない。この点、くわしくは拙稿「地代と土地所有」（拙著『地代と土地所有』、一九五八年、所収）、宇野弘蔵「資本主義と土地所有」（前掲、『著作集』、第四巻、所収）および拙稿「資本主義と土地所有」（『社会科学のために』、第三号、一九七七年七月）をみよ。」(166)

「地代をどう理解するかが多少問題になる。もしそれを剰余価値の一部が土地所有に分配されたものという点に重点をおいて理解すれば、「剰余価値を社会的に分配しつつこれを平均利潤化する過程」という表現には多少の違和感があるかもしれない。しかし、くわしい展開はここではできないが（くわしくは前掲、拙著『地代と土地所有』、とくに第六章をみよ）、すくなくとも差額地代は、資本の競争だけでは平均利潤化しえないような超過分を第三者に引き渡すことによって平均利潤化を達成しようとする資本の競争によって実現されるものであり、絶対地代はかくして措定された土地所有の反作用として理解されるべきものである。その点を重視すれば、この表現はこれで是認されえよう。」(179)

「この最後の篇を「分配論」とよぶことが適当かどうかには多少の疑問がのこる。もちろんそれは事実上、剰余価値が各構成員（産業資本、土地所有、銀行資本、商業資本）に分配されてゆく過程を説くことになるから分配論と呼んでもさしつかえないであろう。しかしここでの主題は、たんにそういう分配の過程を明かにすることではなく、それと同時に諸資本の社会的編成が達成され、それをつうじて再生産過程――むろん物的であるとともに階級的でもある――が維持されてゆく機構を解明することにある。それがつねに順調にすすむものでなく、景気変動をつうじて進展するものであることも、同時に明かにされるであろう。そのいみではそれは、『資本論』にならって「総過程論」とでもいったほうがいいのかもしれない。それを分配論とよんでおくのは、慣習的便宜にしたがったまでのことである。」(180)

「周知のように『資本論』では第三巻第七篇「諸所得とその源泉」は、資本主義経済の全運動をいちおう総括しつつ、いわゆる「三位一体の範式」＝労働―労賃、資本―利潤、土地―地代の外観がいかにして必然になるかを説くことに重点をおいている。いうまでもなくこのばあい労賃は労働力の価格であって、固有の意味での分配分ではない。ただ賃金形態の成立がすでに労賃を労働にたいする報酬として観念させる結果を生み、それをいわば勤労所得化させる。そして剰余価値の分配がおこなわれ、それが利潤、利子、地代といった分配諸形態をつくりだすと、それらが剰余価値の分配であることも見失われ、むしろ生産の三要素＝労働、資本、土地にたいするそれぞれの報酬として観念されることになる。こうして資本は利潤を生み、土地は地代を生み、労働は労賃を生むという俗流的観念が生れ、それとともに資本主義の階級関係が完全に隠蔽されてしまう。それは資本主義自体のつくり出す物神性にほかならないが、同時にそれは従来の――そしてじつは今日までも――俗流ブルジョア経済学を捉えてきた観念形態であった。」(192-193)

「この『資本論』の構想は宇野博士にも受けつがれている。ただ博士のばあいには、利子の成立と、いわゆる「商業資本の倒錯性」とを根拠として、利潤がさらに利子と企業利潤とに分割されて観念されるようになり、そこから「それ自身に利子を生むものとしての資本」という形態が生れる、いわゆる「資本の商品化」と土地価格の成立つまり擬制資本範疇の成立がそれである、という論理が用意されていることによって、この物神性の説き方は一層精密化される。そしてそれにともなって「三位一体の範式」も、資本―利子、土地―地代、労働―労賃という形で捉えられることになる」(194)

「この宇野博士の構想をさらに徹底させたのは日高〔晋〕教授である。……利子論の末尾で利潤が利子と経営報酬とに分割されることが明かにされると、後者は資本家の活動にたいする報酬すなわち一種の勤労所得と観念されるようになり、他方、地代は土地価格にたいする利子と観念されるから、結局「三位一体」は財産―利子、勤労―給与という形で二元化されることになると主張される。」(195)

「このように、本来人間の生活過程の産物であり、物でもなくしたがって商品ともなりえない労働力に商品形態をおしつけ、これをみずからの運動のなかに包摂しなければならないというところに、資本主義の基本的矛盾があるといっていいが（一一六）、資本主義の外在的性格も基本的にはここに由来するものといわなければならない。つまり資本主義はいかに完全に展開をみせたところで、社会を根底から資本主義化することはそもそもできないのであって、外部に存在する人間の生活過程を、ただ、それこそ「内面化」することによって成り立つにすぎないのである。」(209)

「（一一六）　さきにふれたように、エンゲルスは所有論に立ちつつ「生産の社会的性格と領有の私的性格の矛盾」を資本主義の基本的矛盾としたし、それがその後のマルクス主義には公式的に受けつがれてきた。この理解のしかたがいちじるしく形式的なものにとどまることはそのさいふれたが、これにたいして、資本主義の基本的矛盾を「労働力の商品化」に求められたのは宇野博士の功績である（前掲、『恐慌論』、とくに第五章をみよ）。」(209)

「ところで、問題はこういう資本主義にとって本来外在的な――正しくいえば資本主義のほうが外在的なのだが――労働力の生産＝再生産を原理論がどのように取り扱っているかにある。」(209)

「この点に関連して、従来、相対的過剰人口がいかにして生活を維持するかが原理論で説けるかという形で提起されてきた問題にも多少ふれておかなければならない。」(213)

宇野弘蔵「この点は、たしかに原理的に規定しうることではない。しかしわれわれは、すでに労働者人口の絶対的増加をその自然増殖の内に予定し、賃銀は後継者の養育費を含むものとしている。同様にしてまたこれらの過剰人口も現役労働者の賃銀によって生存するものとしてよいのではないか。強いて考えれば、好況期中に動員された労働者の家族員の中から不況期の失業者を出し、就業者の賃銀によって失業者も生活するということになる。」宇野弘蔵・梅本克己『社会科学と弁証法』二二一頁

「もっとも宇野博士のばあいはこの「強いて」にもうすこし強いいみがおかれているのかもしれない。ここでいわれたいことは、事実の問題としては、過剰人口＝失業者が「外囲」によって支えられるということになるにしても、反対に、労働力商品がたえず「外囲」から補充されるものとしてしまったのでは（それこそ「世界資本主義論」者の想定のしかただが）、資本主義の自立性は説けないし原理はできなくなる、原理論は、これをも資本主義の内部で解決しうるものとしてなければならないということのようである。原理論のほうからいえばそういってもいいであろうが、われわれの問題に即していえば、すぐあとでみるように、そこに資本主義の限界が示されているといってもいいのである。」(214)

「最近の多くのいわゆる先進資本主義国のように、事実上「外囲」の部分が大幅に縮小された社会では、国家が社会保障の拡大をつうじて労働力の「保全」をはかる必要性がますます大きくなっていることは示唆的である。国家独占資本主義の体制が必然になるひとつの理由は、資本主義が自律的に労働力の包摂をなしえなくなってきた点にあるといっていい。この点、馬場宏二「現代資本主義の多原理性」（『経済評論』、二八の七、一九七九年七月）、とくに三三頁は示唆に富む。」(215)

A・ゾーン=レーテル『精神労働と肉体労働』寺田光雄・水田洋訳（合同出版、1970/1975）

「第三篇　社会関係化された労働と私的収奪」

「社会関係化的総合が、生産労働と異なりかつそれから分離した、活動に基づくところでは、つまり、（一方的であれ相互的であれ）非労働者による労働生産物の取得に本質をおく活動に基づくところでは、搾取と階級支配、そして頭脳労働と手労働の分離が、支配している……これに対し、社会関係化的総合が、労働工程それ自体の機能として行なわれるところでは、無階級社会ならびに頭脳労働と手労働の統一のための、基盤が、したがって共産主義社会のための基盤が、与えられている……現代の連続的労働工程を特徴づける、統一的時間秩序の機能的必然性のなかに、あたらしい種類の社会関係化的総合の諸要素が、含まれている。だからわれわれは、一方における資本主義的市場経済の姿と、他方における現代の経営経済学の姿とに、社会的存在のもっとも極端な対立を認める。後期資本主義の経済的二重性は、取得連関の社会から、生産連関の社会への推転を、潜在的移行を、隠しもっている。それは、新しいやり方の定義での、資本主義から社会主義への潜在的移行以外の何ものでもない。」(204)

「マルクスは、資本主義の終焉を、一つ以上のあり方で見た。そのうちの二つがとりわけきわだっていて、一つは特別に詳論され、他方はただ一般的必然性としてだけ理解された。特別な展望というのは、『資本論』第一巻がしめしている展望で、一方における資本集積の増大と他方におけるプロレタリアートの窮乏化の増大、そして結果として、《収奪者が》革命的に《収奪される》という、展望である。他の展望は、労働の社会関係化の増大が、早晩、私的収奪の経済との和解しがたい矛盾に行きつくにちがいないという、一般的洞察である。そしてこれが、本書で主張されている見解にしたがえば、今日の後期資本主義における二重の経済学という姿で、われわれが面前にもっているところの、展開である。」(205)

藤田晋吾『スラッファの沈黙――転形問題論争史論』（東海大学出版会、2001年）

「理論の検証という観点からマルクスの経済学を眺めるとき、どうしてもあらかじめ解決しておかねばならぬ問題は、直接測定することのできない抽象的な「価値」量が、より現実的・具体的な生産価格へといかにして転化しうるのかという、いわゆる「転形問題」である。」(1)

「一般利潤率が形成され、いろいろな生産部門で充用される資本の大きさに比例して利潤が獲得されるようになると、「利潤と剰余価値との間の量的相違は利潤の本性と源泉をすっかり覆い隠してしまう」。第一に、剰余価値が利潤に転化すれば、そのときすでに不変資本と可変資本の区別は存在しない。商品の価値のうち利潤を形成するのは費用価格だということになり、資本家にとって「価値」の概念は存在しなくなる。第二に、商品の販売価格に含まれる利潤が剰余価値に一致するのは、資本の有機的構成が偶然にも社会全体のそれと一致する個別資本においてだけであるから、剰余価値の概念も同じように存在しなくなる。だからマルクスはこう述べる。「視野の限られている個々の資本家（または、それぞれの特殊な産業部面の資本家の総体）が、自分の利潤は自分または自分の部面が使用する労働だけから生れるのではないと思うのは当然である」(3, 215)。しかも、生きている労働を節約し死んだ労働をいっそう多く充用することによって利潤をあげることが、利潤を増やす最も手近な方法として現われるから、「生きている労働だけが利潤のただ一つの源泉だとどうして言えようか」と。

　価値から生産価格に転化しても不変のままでありうるのはそれらの総計である。また、利潤の源泉は剰余価値以外にはない、ということがマルクスの基本的主張なのだから、もし総価値が総生産価格に等しいとすれば総利潤は総剰余価値を超えてはならないはずである。実際、マルクスは、総価値が総生産価格に等しく、総利潤が総剰余価値に等しいことは自明であるかのように述べている。ところが、「総価値＝総生産価格」と「総剰余価値＝総利潤」というこの二つの総計一致命題が両立しないということ、これこそがマルクスの転形論の「誰がやってもウマくいかない」難点の一つである。もしも「総価値＝総生産価格」の前提のもとで「総剰余価値＝総利潤」が成立しないとすれば、剰余価値論が危うくなるであろう。逆に、「総剰余価値＝総利潤」であるとき、「総価値＝総生産価格」が成り立たないとすれば、価値が価格を規定していると、どうして言えようか。だから、総計一致命題はともに成り立たねばならないのである。」(12-13)

「「一つの体系」論は「総剰余価値＝総利潤」の命題を成り立たせるが、その代償として転形問題を消してしまっているように見えた。「二つの体系」論はその命題の妥当性を否定した。転形問題の真の解決とは、たんに総計一致命題がともに成り立つことの証明が得られるだけでなく、「一つの体系」論と「二つの体系」論との対立自体が解消されるような解決でなければなるまい。マルクスの基本定理が意義を有するのは、そのような解決が得られないかぎりにおいてである。すなわち、それは転形問題の真の解決が得られるまでの暫定的解答であり、転形によって搾取理論が覆されるのではないかという疑問に対する防御的・消極的解決であるにとどまる。

　マルクスの基本定理は「正の利潤率が存在するためには剰余労働の存在が必要にして十分である」と主張する。この命題が証明されれば、総利潤と総剰余価値が一致しなくても、それによってマルクスの搾取理論が覆されることはない。しかし他方、その証明によって「搾取の存在が資本主義存続の必要十分条件だ」という主張が受け入れられたわけではない。価値計算が無用の回り道であることがすでに確立されていると確信する論者にとっては、それはたかだか搾取理論と価格計算の無矛盾性証明であって、資本主義の事実問題ではなく、虚構の概念的世界での証明であるにすぎない。何が搾取理論の承認の障害になっているかは、その定理の証明を具体的に点検することによって明らかになるであろう。」(36-37)

「いわゆる労働価値論の問題は「労働のみが価値を生むかどうか」ではなく（なぜなら、そのことは価値決定方程式がすでに答えているから）「マルクスはなぜ価値概念を必要としたか」がその焦点でなければならない。」(43)

「ボルトキェヴィッチに始まるマルクス批判の骨子は次の二点であった。第一に、マルクスが自明であるかのように論じた「総価値＝総生産価格」と「総剰余価値＝総利潤」という二つの総計一致命題は、同時には成立しない。第二に、『資本論』第1巻の価値体系は、一般的利潤率と相対価格が問題であるかぎり、それらは数量体系によって与えられる生産の技術的条件だけから直接導出できるのであるから、「不必要な回り道」であり、余計者である。第一の批判はマルクスの搾取理論を脅かすが、これはマルクスの基本定理によって十分補償される。「十分」というのは、結合生産が行なわれ固定資本が存在する場合においてもその定理は証明されうるからである。結合生産を考慮に入れると「正の利潤、負の剰余価値」が生じうるとのスティードマンの反例は、スラッファの生産方式にしたがって「価値」を規定するかぎり、マルクスの基本定理と無関係であることが前章で判明した。だが、第二の批判、すなわち「そもそもマルクスの<価値>概念自体が不必要なのだ」との批判は、依然として居座っている。いったい、なぜマルクスは「価値」を不可欠な概念と見なしたのだろうか。「価値」概念がマルクスにとって不可欠であった理由は、経済学的分析のためではなく、まさに「経済学」を批判するという点にあったのではないだろうか。そしてもしそうだとすると、マルクスは価値から価格への転形を、われわれがこれまで論じてきた方法とはまったく違った仕方で、解決していたのではないだろうか。」(63-64)

「転形問題が生れたのは、労働時間によって商品価値を規定する価値法則が、均等な利潤率にしたがって計算される生産価格（すなわち、費用価格＋平均利潤）の存在という現実によって、反証されるように見えたからである。」(84)

「数学的形式自体には「価値」と「価格」の概念上の区別など存在しないから、置塩や森嶋の逐次修正方式（あるいは反復計算方式）も、転形問題を「数学的問題」として眺めるならば、均等な搾取率が支配的である状態から均等な利潤率が支配する状態へ変換する数学的方法の一つにすぎなくなる。つまり、搾取率が価値タームで定義され利潤率は価格タームで定義される（それゆえ、搾取率と利潤率は抽象レベルを異にする）という前提が共有されるのでなければ、逐次修正による転形アルゴリズムは一つの数学的問題の解決法であるにすぎない。ところがこの数学的観点から見ると、マルクスの基本定理からも価値と価格の抽象レベルの相違が抹消され、「利潤率が正であるのは搾取が存在するとき、そしてそのときに限る」との主張は「搾取率が正であるのは利潤率が正だからだ」（それゆえ、搾取率は利潤率への「不必要な回り道」である）と読み換えられる。ポール・サミュエルソンの「マルクス搾取概念の理解」(1971)はこうした観点からの「誤解」である。」(86)

「マルクスの「価値」は物理学における「エネルギー」に相当するといえよう」(88)

「経済学に物理学のような科学の真似をさせれば、「価値」は価値量でしかなくなるのである。」(95)

「「価値」は抽象的人間労働の対象化であり、凝固物であり、抽象的人間労働とは、その支出の形態に無関係の人間労働の支出に他ならない。僅かこれだけの規定から個別的商品の価値を論ずることは、とうてい不可能である。価値は商品全体の集合に関して定義されているだけである。個別的商品も価値を持っているには違いないが、それは総価値（商品全体の価値）の可除部分としてであるにすぎない。」(95-96)

「抽象的労働の凝固物としての価値が、誰の目にも明らかな価格の姿をとって現われるためには、少なくとも次の三つの中間段階を踏まねばならない。この中間段階抜きで価値から生産価格への転形を論ずるなら、転形問題はたんなる数学的変換の問題に帰する。」(96)

(1)「貨幣形態」

「以下においては、個別的商品の「価値」とは貨幣で表現される価格であると解する。商品全体の価値が個別的商品の価格の総和であることは当然であるから、総価値＝総商品価格である。」(100)

(2)「資本形態」

(3)「競争の理論」

「今世紀後半の転形問題は、ポール・スウィージーがボルトキェヴィッチを掘り起こし、ボルトキェヴィッチの罠にはまったままマルクス経済学を擁護するという、いわば「二重思考」から始まった。「総価値＝総生産価格が成立するとき、総剰余価値＝総利潤が成立しない」とすれば、確かにマルクスの価値論＝剰余価値論はその土台を失う。そうなれば今度は、「価値」概念と価値計算が無用のものとなる。だから、総計一致命題はマルクス経済学の切れかかった命綱だったのである。60年代になって「正の利潤が存在するための必要十分条件は正の剰余価値率が存在することだ」とのマルクスの基本定理が置塩信雄と森嶋通夫によって独立に証明され、これは「総剰余価値＝総利潤」命題の不成立の埋め合わせとして、60年代後半のマルクス・ルネッサンスの一翼を担った。しかしマルクス・ルネッサンスは、宇野理論が優位を占めた日本には殆ど影響を及ぼさなかった。そして宇野派にとっては、転形問題を数学的に論ずることは経済学の放棄を意味したのである。

　70年代に入ると、ポール・サミュエルソンがノーベル経済学賞を受けた余勢を駆ってマルクス・ルネッサンスの鎮圧に乗り出した。信じ難いほど攻撃的な論調で「マルクス搾取理論の理解」(1971)を書き上げたかれは、それに続く批判と応酬のなかで「価値計算は無用の回り道」論を繰り返した。」(110)

河合栄治郎『社会政策原理』（昭和六年）『河合栄治郎全集　第三巻』（社会思想社、1968）

「ウェッブは一切の産業に生ずる「地代」を次の如くに説明する（註二）。今ここに最劣等の土地に最小限度の資本と最小限度の能力を持つ一人の労働者を仮定する。彼は考えうる最悪の条件の下に生産するもので、云わば耕作限界に於ける生産者である。彼れの収得する所得を吾々は「経済的賃銀」(Economic wage)と称する。此の賃銀は一社会を通じて同一である。……彼は始めに最悪の土地と資本と能力としか持たないと仮定された。之よりもより良き土地と資本と能力とを有するに従って生産額が増加する。此の生産額から経済的賃銀を控除した残額が、広き意味の地代であり、此の「地代」の中から土地その他に対し経済的地代(Economic rent)、資本に対し資本地代(Rent of capital)、能力に対し能力地代(Rent of ability)が分配されるのである。」(431-432)

（註二）S. & B. Webb : Problems of Modern Industry, 1898. pp. 213-216.

クロポトキン『麺麭の略取』幸徳秋水訳（岩波文庫、1892/1906/1960）
「斯く観来れば、人類の歴史は、共産主義に反対の論証を供する者ではなく、却って或種類の共産組織を実現せんとする尽力の連続なるが如くに思はれる。而して此尽力は孰れも或る時期の間、或一部の成功を獲て居るのである。但だ人類が此俄然として発達した工業や急激に隆興せる世界的通商を、共産的原則の上に農業と結合し得べき適当の方式を、未だ発見するに至らなかったことだけは、吾人之を断言し得るのである。」(6)

「文明社会に於ける吾人は、実に富で居る。左らば何故に貧乏人が多いのである乎。」(23)

「此莫大なる遺産を吾人の時代に与へた者は、実に子々孫々長く貧苦の中に生死して、其主人に圧制され虐遇され、労役の為に衰残せる累世の人民其者である。……鉄道の一哩も、隧道の一ヤードも、皆な相応に人間の血を吸込で居るのである。」(25)

「而して人類社会は、坐して滅亡を招かんよりは、遂に其第一義に立帰るの已むなきに至る。一義とは何ぞ、曰く生産の方法は人類の協同労務たるが故に、其生産物も亦種族全体の協同財産たるべきこと、是れである。個人の専有は不正にして且つ不利である。万物は万人の所有に属する。万人之を必要とする以上は、万人全力を竭して之を生産する以上は、而して世界財富の生産に於ける各人の担当を算定すること到底不可能なる以上は、万物は万人の為めに在るのである。」(33)

「万物は万人の為めに在る！　男も女も若し正当なる仕事の分担を為さん乎、彼等は亦た人が生産する万物に対して正当の分配に与かる権利を有する。而して此分配は優に彼等が生活の安楽を保障するに足るのである。彼の『労働すべき権利』とか『各人に其労働の結果の全部を与へよ』といふが如き漠然たる方式は、最早用はない。吾人の宣言する所は実に安楽（ウエルビーイング）なるべき権利、即ち天下万人の安楽。」(34)

「吾人は穀倉や衣服店や住宅を、人民の名に於て占有せねばならぬ。何物をも濫糜暴殄せしめてはならぬ。吾人は一刻の猶予もなく、団結聯合して、飢餓を救ひ、総ての欠乏を充し、総ての必要に応じ、甲某若くば乙某の特種の利益の為めでなくして、社会全体の生活及び成長を保険せんが為めに、生産せねばならぬ。

　『労働の権利』てふ語は一八四八年に於て人民を誑らかし、今も猶ほ彼等を誑らかさんが為めに用ゐられて居る、斯る曖昧なる言語は最早用はない。吾人は発奮して、万人の安楽てふことを承認せねばならぬ。……
　一八四八年に於て、労働者が労働の権利を要求するや、国有及び市有の工場は建設されて、労働者は其処に苦役すべく送られた。而も僅に一日一志八片の率であった！」(47)

「然らば則ち此万人の貢献に依て蓄積したる財富に対し、吾人は如何にして其各個人の配当額を計算することが出来よう乎。」(50)

「賃銀制度は土地及び労働器械の私有より発生する者である。其は実に資本家的生産発達の為めに必要の条件であった、而して如何に『利益配当』てふ名義を以て瞞かさんとするも、亦遂に資本制度と倶に亡滅すべきものである。夫れ労働器械にして万人の共有たる以上は、之と伴ふて共同の労働より生ずる功果を共同に享受せしむべきは、必然の道理である。」(51)

「救助艇を艤装する人々でも、難破船の乗組員の身元保証などを求めはしない。……『彼等は同胞人類である、而して彼等は我等の救助を要する――夫だけで十分だ。夫で彼等の正当の権利は確立する――救へ！』

　斯くの如く吾人は非常に共産的なる傾向が、種々の風装もて、理論上には個人主義なる現社会の奥底より、各方面に勃興するを見るのである。」(54-55)

「然らば即ち彼の生産器械が万人の用に供せらるるの時、事務が共産の主義に依て行はるるの時、労働が其名誉の地位を恢復して、万人の必要に応じて猶ほ余りあるの巨額を産出するの時に於ては、吾人亦奚ぞ疑はんや――此勢力（既に爾く有力なる）が、更に其活動の範域を拡大して、遂に社会生活の主宰的原理となるに至るのは、吾人奚ぞ疑はんや。」(55)

「斯んな話しがある、ロスチヤイルドが一八四八年の革命の時、自分の財産が危険になって来たのを見て、一策を案じ付き、下の如く言触らした、『成程予の財産が他の人々のお蔭で積まれたものであることは、予も元より異存はない。左れど若し其を多数の欧州人に分配すると、一人分が僅か五志にしか当らない。好し、では其を望む人には、予は何時でも五志づつを払戻してやらう。』

　此約束を発表して置て、我が大富豪は相更らずフランクフオルトの街上を散歩して居ると、通り掛りに五志づつの分配を求めた人が三四人もあった。彼れは莞然一笑しつつ夫れぞれに払ってやった。彼れが策略は成功した、而して此大富豪の一門は、今も猶ほ其富を保って居る。

　中等階級の怜悧な連中は、大概是と同じ様な理屈を捏ねる。曰く。『オオ収用！　其事は能く解って居る。君等は一切の外套を集めて積で置く、而して銘々自由に取次第で一番上等のを奪ひ合ふて喧嘩するといふんだ。』」(63)

「中等階級の思想は、常に『大なる原理』を演説するのであった、――寧ろ大なる虚言を！

　平民の思想は、万人に麺麭を供することである。」「万人の為め麺麭(Bread for All)てふ牒語を以てして、革命は初めて凱歌を揚ぐべきものである」(84)

「吾人がユトピアンなることは世間の熟知する所である。然りユトピアンなる吾人は、革命が万人に衣食住を確保し得ること、又た確保せんと要する者なるを信ずるまでに至った――此思想は中等階級の市民に取ては、其党派の如何に論なく、非常に面白くないのである。何となれば彼等は、平民が満腹した時には、容易に服従せしめ難いのを先刻承知なからである。」(84)

「世の『実際家』と自称せる連中が、曾て此問題を有体に研究せることあるかは、吾人は未だ之を聞かぬ。而も彼等が賃銀制度を維持せんと欲することは吾人之を知る。故に吾人が彼等に向つて期待し得べき所は、従来失業者に食物を与ふるの手段として誇張されたる『国民工場』『官営事業』位いな者である。」(85)

「賃銀奴隷の拒絶者なる共産主義」(89)

「革命の時に於て、熱心に時事を談論しながら食へば、一片の麺麭と乾酪でも十分美味しく食べるものである。」(93)

「汝若し或る平民の集会に臨で、凡そ美食――野禽其他の――は貴族的遊民の選好みする口に食はせる為めに取て置き、病院の患者には黒麺麭を与へよてふ意見を述んには、汝は必ず叱咤されるに違ひない。然るに汝は同じ集会、又は大道の辻や市場などに於いて演説し、極めて美味なる食料は、病人や弱者の為めに――殊に病人の為めに貯へねばならぬと語れ。……約言すれば、若し彼れ是れの消費品が不足を告げて、其を割付ねばならぬ時に於ては、其の最も多く急要を感ずる者に、最も多くを与へねばならぬと語れ。汝は斯く語つて、而して果して一般の同意を得ざるかを見よ。

　平生食に飽けるの人は、此消息を解することが出来ぬ。而も平民は能く之を解し得る、常に解したのである。而して奢侈の家の小児でも、若し路頭にさまよふて民衆と立交るに及べば、彼も亦之を解し得るに至るのである。」(96-97)

「社会革命で万人に日々の麺麭を保証せねばならぬ所以は、実に今日少数者のみの占有して居る斯る娯楽を万人に供せん為めである。精神的才能を発達し得べき余力と間暇とを与へんが為めである。麺麭にして確保されたる後は、間暇は至上の目的である。」(139)

「彼れは先づ田野や工場や、其たで、社会に対する責務として一般の生産に貢献すべき仕事を済すのである。而して其日の其週の又は其年の半分をも、芸術的若くば科学的欲求、又は其趣味嗜好を満すが為めに用ゆるであろう。」(142)

「吾人の見る所では、集産主義者は其社会改造の計画中に、二重の謬りをやって居る。即ち資本家統治の廃止を唱へながら、一方には此統治の真個の基礎たる二つの制度を保全せんとして居る――即ち代議政治と賃銀制である。」(210)

「技師や、科学者や、医師は唯だ其資本――即ち其得業証書――を利用して掠奪するので、恰も中等階級の雇主が工場を利用し、貴族が其門地爵位を利用すると同じである。」(218)

「左れば彼等が吾人に向つて、熟練な労働の高価なのは、之が『生産の費用』に依るなどと論ずべき理由は毫もない。青春の時代を大学で愉快に過した学生が、十一の時から鉱坑の中で青い顔をして育った坑夫の子よりも十倍多くの賃銀を受くる権利を有ち、機織工が農業者労働者のそれよりも、三倍四倍多くの賃銀を受くる権利を有つなどと言ふべき道理はない。機織工に其仕事を教へる費用は、農夫に農業を教へる費用よりも四倍だけ多く掛る訳ではない。……何人も曾て労働力の生産費用を計算した者はない」(218-219)

「吾人より之を見れば、報酬の差別は、租税や、政府の干渉や、資本家的独占の紛糾せる結果である。約言すれば国家と資本との結果である。故に吾人は断言する、賃銀に関する総ての学説は現時に存する不正を曲庇せんが為めに、後から発明したのであって吾人は彼等を歯牙に掛くるの必要はないのである。」(219-220)

「社会が其一切の富を共有として、此富に対する万人の権利――彼等が其生産に就て致せる力の如何に拘らず――を大胆に宣言せる以上は、貨幣たると労働券たるとを問はず、何等の賃銀制度をも、勢ひ廃絶しなければならぬ。」(221)

「集産主義者は『各人の労働に準して与へよ』といふ。換言すれば即ち其社会に貢献したる分量に応じて分配せよといふ。彼等は社会革命が一切生産機関を共有となすや否や、直ちに此原則を実行するをもて得策なりと思惟して居る。而も吾人の考ふる所に依れば、若し社会革命にして不幸にも斯る原則を宣言するが如き者ならんには、是れ其必然の失敗を意味する者である。是れ過去数世紀が吾人に負担せしめたる社会問題を解決せずして其儘差置く者である。現時の如く、多く働く者程少なき報酬を受るが如き社会に於ては、此原則は一見正義に対する憧憬の如く見えるかも知れぬが、其実過去の不正の永続に過ぎぬのである。賃銀制度は実に此原則に依て始まり、遂に其較著なる不平等と、現在社会の総ての害毒を来せる者である。何となれば労働が貨幣若くは其他の形式の賃銀を以て評価されたる其時よりして、人は唯だ其労働に対して払はるべき賃銀のみを受くべき者なりと定められたる其日よりして、国家の補助せる資本家社会の全歴史は実際に書かれて居たのである。資本家社会は実に此原則より萌芽したのである。」(222)

「左れば各人の仕事に区別を立てることは出来ぬ。其結果に依て其仕事を算定するのは不道理である。仕事に費したる時間に依て其を区別し計算することも亦た不道理である。唯一の道は、実に労働よりも欲求を重んずるに在る。即ち生産に与かれる総ての人に対し、何よりも先づ其生活の権利を認め、次に生活の愉快を享くる権利を認めるのみである。」(225)

「集産主義者も亦之を知て居る。彼等は若し『各人の仕事に準じて分配す』てふ主義を実行するとなれば、社会は存立し得ざることを、漠然ながら解して居る。彼等は個人の必要なる――吾人は贅沢な慾望をいふのではない――欲求は、必しも常に其労働如何に伴ふ者でないのに気が付て居る。左ればド・ペープは斯う言て居る『此原則――非常に個人主義的なる原則――も、小児や青年の教育（其養育と寄宿をも含む）に関する社会の干渉や、病者弱者の扶助、老年労働者の退隠所に関する社会的制度等に依て、緩和せられるであろう』と。即ち彼等と雖も三人の小児を持てる四十歳の人は、二十歳の青年よりも多くの欲求を有することを解して居る。幼児に添乳して寝られぬ夜を明かす婦人は、安らかに睡眠する男子程多くの仕事が出来ないことを知て居る。……
　故に彼等は熱心に其原則を緩和しやうとする。彼等は曰ふ『社会は無論其小児を養育するのである。弱者や老人を扶助するのである。無論社会が自ら負担すべき費用は、欲求をもて其標準とし、仕事に応じて分つといふ原則を緩和するのである』と。

　慈善、慈善、常に基督教徒が遣った慈善を、今度は国家が遣るのである。彼等は孤児院の改良を唱導する、老者病人の保険実施を主張する――それで其原則を緩和しようといふのである。而も彼等は矢張り『先づ態と傷けて置て、後とで治療する』考へを放棄することが出来ぬ。」(227-228)

「夫れ一生涯釘の頭ばかり作ることを宣告された鍛冶は、其仕事に対する総ての趣味を失つて来る、其技能に限りがあるので、全然雇主に盲従することとなる。十二ヶ月中四ヶ月位は業を失ふこととなる。而して又徒弟で代りが出来るやうになれば賃金は下落する。此辺に就ては、スミスは少しも考へないで、叫んで言った、『分業万歳、是れ真に国民を富ますべき金鉱である！』と。而して皆な一斉に之に雷同した。」(239-240)

「即ち分業の意味する所は、人間の一生に極札をつけ極印を捺すのである」(241)

青木孝平『コミュニタリアニズムへ――家族・私的所有・国家の社会哲学』
（社会評論社、2002年）

「分析派マルクス主義の社会理論は、古典派経済学やマルクスのテキストにみられた自己所有権論や労働所有論という形而上学的で超越論的な主体概念を、よりルーズで柔軟な利己的主体概念に改変し、そこからスタートする現代的に再構成されたリベラリズムにとどまるものと結論できよう。」(105)

「方法論的には合理的個人主義、倫理的にはリベラルな平等主義を標榜する分析派マルクス主義」(110)

「宇野弘蔵は戦後の非常に早い時期から、マルクスが想定した「自己労働にもとづく所有」というリベラルな主体観念のフィクショナルな性格を見抜いて批判していた。」(137)

宇野弘蔵「地租改正の土地制度」『著作集八巻』、「経済学方法論」『著作集九巻』、「私的所有と資本主義」『資本論研究Ⅰ』

青木昌彦『分配理論』（筑摩書房、1979年）

「まえがき」

「第2章で各種不平等諸尺度の背後に陰伏的にひそむ、あるいはそれらによって陽表的に表現される、規範的立場の比較・位置づけを試みたが、しかし「公正なる分配とは何か」、「社会的にのぞましい分配とは何か」という基本問題にかんして、一定の立場を積極的に表明するにはいたっていない。正直にいって、このような主題にかんする私自身の考えがまだ熟しきっていないと感じるからである。」(ii)

「各種の税制、社会保障制度、年金制度など、家計間・世代間所得移転機構の機能とその所得再分配および社会的公正にたいする含意の扱いなしには、所得分配理論は完結しえないことはあきらかであるが、その納得のゆく扱いは十分な時間をかけて準備されるべき他の一書を必要とするように思われる。」(ii)

「本書の構成」

「分配の分析には、二つの主要な接近法がある。一つは国民所得が土地・労働・資本などの生産要素〔生産手段の所有者〕のあいだにいかに分配されるかを、生産過程におけるそれらの生産要素としての機能の分析をつうじて、解明しようという方法である。……これらの理論を機能的分配(functional distribution)あるいは要素シェアー(factor share)の理論という。

　第2の接近法は、分析の対象とする所得〔富〕の帰属主体として、抽象的な生産要素ではなく、個人または家計に焦点をあわせる。この接近法では人々のあいだ、あるいは家計のあいだの所得ないしは富のサイズの差異がいかにして生じるか、さらに分配の不平等度を測定するにはいかなる方法を用いたらよいか、などの課題が設定される。このような視点に立つ分配理論は、一般に個人間分配(personal distribution)の理論、ないしはサイズによる分配(size distribution)の理論といわれる。個人間分配の理論は、機能的分配の理論に比して、近年においてようやく発展をとげたにすぎない。その発展は、所得ないしは富の分配における不平等是正にたいする社会的関心の高まりに呼応しているといってよいであろう。しかし、個人間分配の理論にも、多様な考え方がある。」(3-4)

「家計の所得」は「さまざまな要素の収入」

「したがって、所得ないしは富の分布の不平等の原因をあきらかにし、あるいはその是正のための社会的政策を設計するには、資本家対労働者という図式は十分でなく、機能的分配の理論と個人間分配の理論が、たがいに補完的な関係に立つとみるべきであろう。」(4)

「第3章では、統計的に標準的と思われる個人間分配のパターン形成を説明する諸理論を概観する。それらの理論のうちで、近年とみに影響力をもったのは人間資本(human capital)の理論である。この理論は、基本的には教育を一種の個人投資とみなし、その収穫（リターン）として個人所得を説明するものであるが、その理論枠組において、教育によって可能となる将来稼得の可能性は与件として扱われている。いいかえれば、人間資本理論は、労働市場の完全競争性を前提とし、その供給側に分析の焦点をあてたものといってもよい。」(4-5)

「第1章　巨視的分配諸理論の比較」

「ワルラス＝クラーク流の新古典派理論、マルクス理論、〔新〕ケインズ理論」

「大雑把にいうと、新古典派理論は労働サーヴィスをふくめた市場の一般均衡をつうじて、賃金率と利子率が同時決定されるとみる。マルクスは、労働者の無産化という歴史的条件を与件として、賃金率が経済体系に外生的に定まるとみる。〔新〕ケインズ派は、企業家の投資意慾と資産所有者の貯蓄性向の相互作用の結果として利潤率が先決され、実質賃金は国民総生産物から資本蓄積の要求を控除したのちの剰余として定まるとみなす。後二者の理論においては、財市場〔と資金市場〕の均衡が分配決定に一定の役割を演ずるが、労働市場はその決定因から脱落する。」(8)

「第3章　個人間所得分配論の展望」

「能力論と不平等の世代間移転論――与件としての個人の能力（生得的能力、ないしは遺伝因子と家庭環境の相互作用によって形成される能力）の不平等によって、所得分配を説明する理論」(117)

A. C. Pigou, The Economics of Welfare, 2nd edition (1924) pp.608-9.

「合理的選択の理論――個人のライフ・サイクルにわたる合理的選択の結果として、個人間所得分配を説明する理論……人間資本論」(118)

「それらの基本的な貢献は、人々の稼得所得を教育年数の関数であらわす稼得関数(the earning function)に、経済学的な説明基礎を与えたことによる。しかし、この稼得関数の統計的推定によれば、教育によって稼得所得の不平等度を説明しつくすことは困難と思われる。」(141)

土田杏村「日本は何處へ行く？」『経済往来』（昭和七年四月号）
『《復録》日本大雑誌 昭和戦前篇』（流動出版、昭和五十四年）
「国家社会主義とは何であるか。それはたしかに社会主義の一種である。然らば社会主義の基礎思想とは何であるか。先づマルキシズムであるといふべきであらう。然らばマルキシズムの主張する経済理論の根本は何であるか。それは労働価値説の上に立つた搾取説であらう。そこには必ず資本と労働が存在し、資本家と労働者とが対立する利害を以て存在しなければならない。資本家は労働者の上に搾取をなすが、そこには資本が必要であり、この搾取行程は労働を以てする生産の中に於いて行はれるのである。言葉は簡単であり、また必ずしもマルクスの論述してゐる理論の筋道を追はないけれども、マルキシズムの主張する社会経済理論は、結局以上のものであるといつてよい。
　併しながら金融行程の高度に発達した現代の社会経済生活に、この見方はもはや適用困難なものになつた。何故なれば金融家或は銀行は所謂生産者でなく、生産行程の外に立つてゐるに拘らず、生産者以上に大いなる利益を得るところのものになつてゐるからである。マルキシストによれば、金融家は金融資本家であつて、諸方に眠つてゐる小額の資本を寄せ集めた上、これに活動性を付与して事業家の使用に提供したものだといふのである。いかにもこの考へに従へば、金融家の運転する貨幣は資本であらう。併し金融家に対するマルキシストのこの観察は誤つてゐる。銀行は預金をその儘貸附けるのではなく、この預金を見せ金として思ひの儘に信用を発行し、その信用貨幣を貸附けて事業家より利益を収めるものである。金融家は事業家以上に儲けるが、それは労働の上に搾取する生産の行程に於いてなされたのではない。また労働の上に搾取したのでもなければ、生産を以て儲けたのでもない。金融家の運用する貨幣は、資本の名目を以て呼ばるべきものではない。今や大いなる儲けを収める者は、生産に於ける資本家ではなくて、金融家だ。そして現代の社会経済は、この金融家が生産者を支配する処の社会経済制度を持つものであり、語の厳密なる意味を以てはその社会制度は資本主義制度と呼ばれるべきものでもない。」
「然らば無産党は如何。無産党は普選当初こそ進歩的な国民より期待せられたが、その後の行動はこれらの進歩分子にさへ倦怠と失望とを与へるものに堕落してしまつた。無産党の分裂病は、労働組合の対立以来不治の病気にまで生長した。何人かがその合同を策したとしても、現在の無産党の後身を以ては合同は絶対に不可能であるし、またよしその合同を果したとしても、勢力はすでに消耗せられて居り、果敢な戦闘力を持たない。また無産党の左翼はマルキシズムといふ理論を持つが、その右翼は全く無理論なものになつてゐる。偶々右翼が理論を持つたとすれば、国家社会主義といふ如き中途半端のものであつて、根本的にはマルキシズムより離れてゐない。」
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